
 

 

③オフスイッチ確認試験 

AEBS オフ時には視覚によりオフ状態にあることを

ドライバに警告する。また、AEBSオフスイッチの使用

時にイグニッションオフからオンした際に自動的に

AEBSがオンになることを確認する。 

④故障時失陥警報試験 

電気的失陥を模擬して行う。例えば AEBS コンポー

ネントの電源配線を外す、または AEBS コンポーネン

トとの配線を外すなどがあり、AEBS失陥を模擬する。 

３．AEBS 性能評価手法の確認 
前述のAEBS 性能評価手法の①AEBS 性能確認試験、

②AEBS不要作動確認試験、③オフスイッチ確認試験及

び④故障時失陥警報試験について、当所自動車試験場

において実施手法の確認のために試験を実施した。計

測項目は、自動ブレーキの作動タイミング（CANデー

タ）、警報の作動タイミング（CANデータ）、車両速度、

衝突地点を表すデータとした。 

①AEBS性能確認試験では、前方車両が移動している

状況を模擬した移動障害物として図1の風船型模擬車

両を用いた。また、前方車両が静止している状況を模

擬した静止障害物としては、図2のコーナーリフレク

タを使用した。試験結果から警報および緊急自動ブレ

ーキの作動タイミングが基準の要件を満たしている

ことを確認した。また、速度データから、衝突までの

速度低減量および警報時の速度低減量を確認した。 

②AEBS 不要作動確認試験では、3.5m 幅の道路を想

定し、車線の外側の両サイドに乗用車を停止させて試

験車両を走行させた。その際に警報および緊急自動ブ

レーキが作動しないことを確認した。 

③オフスイッチ確認試験では、試験自動車が停止状

態において、オフスイッチ使用時にオフ警告灯が点灯

することを確認した。 

④故障時失陥警報試験では、試験自動車が停止状態

において、前方車両検知センサー（ミリ波レーダー）

からの配線を外すことで故障状態を模擬し、失陥警報

が提示されることを確認した。 

以上により、実施手法が妥当であることを確認でき

た。 

また、図1に示す風船型模擬障害物を用いた試験は

国際的にも経験が無く、衝突時の破損による危険な場

面も想定されるため、当所自動車試験場で使用可能な

速度条件の検討を行った。その結果、風船型とコーナ

ーリフレクタとも静止･移動状態で相対速度30km/hま

で実施可能であることを得た。 

４．AEBS インフォーマル会議テクニカルツアー 

2010年10月26日から29日に第9回目のAEBSイン

フォーマル国際会議を東京にて開催し、10月 27日に

は、当所自動車試験場にてテクニカルツアーを実施し

た。テクニカルツアーは、各国関係者に日本の AEBS

の技術レベルを周知することを目的にしており、欧州

に対して特に日本が先行している技術である静止し

ている車両に対するシステムの性能を試乗により各

国関係者に示すことができた。 

５．まとめ 
国際基準の策定が検討されている AEBS について、

国際会議における情報の収集・分析を行い、国際会議

の場において各国へ向けて発言すべき内容について

検討し、我が国の意見を適宜反映させる方向で国際基

準化を支援している。なお、現在も基準策定作業は継

続中である。また、国際会議にて検討された性能評価

手法を当所自動車試験場で実際に試験を実施し確認

した。 

図3 AEBSインフォーマル会議テクニカルツアー

図1 風船型を用いた移動障害物 

図2 コーナーリフレクタを用いた静止障害物 

 

 

 
 
㉔ 予防安全支援システム効果評価シミュレータ ASSESS を用いた 

ブレーキアシストシステムの効果に関する検討 
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交通システム研究領域   青木 義郎 
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１．はじめに 

近年、交通事故による死亡者数は，衝突安全システ

ムの普及や法規の厳罰化等の効果によって減少傾向

にある．しかし，その減少率は鈍化しつつあり2010年
には今なお年間4,863名という多くの尊い人命が交通

事故によって失われている．このような現状を打破す

べく，近年，事故を未然に防ぐことを目的とする予防

安全支援システムの開発及び普及促進が官民あげて

進められている．この予防安全支援システムの開発に

おいて不可欠なプロセスが，定量的な効果評価である．

これを実現する一つの方法としては，実際にシステム

を市場に投入し，システム作動時のデータを比較検証

するといった方法が考えられる．しかし，事故を未然

に防いだ状況における作動データは，交通事故データ

と異なり記録が残りにくく，収集も非常に困難である．

すなわち，事故を未然に防ぐ効果の評価の難しさが予

防安全支援システムの効果評価を困難にする一つの

大きな要因となっている．そこで，近年，予防安全支

援システムの効果評価をコンピュータシミュレーシ

ョンによって行う方法が提案されている[1][2]． 
現在，我々が開発している予防安全支援システム効

果評価シミュレータASSESSもこの取り組みの一環と

いえる．ASSESSは，コンピュータ内に仮想の交通環

境を再現し，この環境内を自律走行する車両に対する

予防安全支援システムの搭載率を変化させ，これによ

って生じる事故件数やニアミスの発生台数の変化か

らその効果評価を行うシミュレータである[3]．本報

告では，ASSESSの概要及び妥当性の検証結果を示し

た後，評価対象とする予防安全支援システムとして選

定したBrake Assist System (BAS)の効果評価について

述べる． 
 

２．ASSESS の概要 

ASSESS は，環境モデル，ドライバモデル，車両

モデルとこれらを管理するプログラムで構成され

ており，この構成によって仮想空間内を自律走行す

る車両（エージェント）が出現するマルチエージェ

ントシステムを実現している． 
まず ASSESS の開発では，事前に交通事故データ

の分析を行い，その結果，優先して対策を講じるべ

き事故形態が出会い頭事故であること，そして，こ

の出会い頭事故が発生しやすい環境が，見通しが悪

く，優先道路と非優先道路が交差する信号なし交差

点であることといった結論を得ている．そこで，

ASSESS では，これら出会い頭事故が発生しやすい

環境の条件を満たす実在の交差点（以下，対象交差

点と称す）を選定し，この対象交差点を再現した環

境で効果評価を行うこととした． 
環境モデルは，この対象交差点の交通環境の再現

（図１），エージェントの発生スケジュールの生成，

各エージェントの特性割り当て等を担当している．

よって，各エージェントは，環境モデルが再現した

交通環境内に，環境モデルが出力する発生スケジュ

ールに従って出現し，環境モデルが割り振った特性

に従って自律走行を開始する． 
ドライバモデルは，ドライバの運転行動を模擬す

ることを担当し，視認した情報に基づいて運転行動

を決定し，運転操作量を車両モデルに出力する． 
  

 Fig.1 Design concept of ASSESS 
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車両モデルは，ドライバモデルから出力された運

転操作量をもとに時々刻々変化するエージェント

の位置座標を算出する．車両モデルは，前後方向移

動，前輪回転，後輪回転の３つの自由度をもつ等価

２輪車モデルで構成されている．制動時には，車両

モデルは，ドライバモデルから受けたブレーキペダ

ル踏力値をもとに自分の位置座標を算出する． 
 

３．ASSESS の交通流に関する妥当性の検証 
 ASSESSの開発では，交通流を創り出すことができる

ようになった段階で実交通流に対する妥当性の検証を

行った．この妥当性の検証は，対象交差点に非優先道路

から進入する車両が交差点を通過するのに要する時間

（以下，交差点通過時間と称す）を実交通流データと比

較することで行った．エージェントの交差点の通過時間

が実車両のそれと同等となるためには，交差点内の挙動

が実車両と同等であることが求められる．特に非優先道

路から交差点に進入するエージェントは，優先道路の横

断，優先道路への左折合流，右折合流といった複雑な自

律走行を実車両と同等に行わなければならない．  
本検証では，交差点通過時間の定義を車両の中心点が

交差点の手前にある停止線を越えた時点から，交差点を

通過したのち対向車線に現れる停止線を自身が走行す

る車線へ延長したラインを通過するまでにかかる時間

とした．また，比較対象とした実交通流の交差点通過時

間は，対象交差点で９時間行った定点観測で得られた計

測データを用いることとした．なお，対象交差点は，南

北に延びる優先道路と東西に延びる非優先道路が交差

して形成されている．よって，非優先道路から進入する

エージェントは，交差点へ東側から進入するものと西側

から進入するものの２パターン存在する． 
図２及び３に，実交通流で計測された交差点通過時間

の平均及び標準偏差と ASSESS による交通流が要した

交差点通過時間の平均及び標準偏差を状況（直進，右折，

左折）別に示す．図２は，東側から，図３は西側から進

入するエージェントについての結果である．これらの結

果を用い，挙動（直進，右折，左折）別に実車両とエー

ジェントとの交差点通過時間の同等性について有意差

を検証した．その結果，いずれの進入経路及び状況にお

いても有意差が無いことが確認された（Welchの t検定，

危険率 5％）．また，既に先行研究によって，交差点

の進入時の車頭間隔と速度分布の同等性も確認され

ていることから[4]，本検証結果と合わせて交差点進 

 
Fig.2 Average & standard deviation of intersection travel time 

from east side non priority road 

 
Fig.3 Average & standard deviation of intersection travel time 

from west side non priority road 
入前・進入後の全体として，ASSESS が創り出す交通

流の妥当性の一端が確認できたと考える． 
 

４．BAS のアルゴリズム 
BAS とは，ドライバが危険を回避するために緊急に

ブレーキを踏む状態（以下，緊急ブレーキと称す）を

ブレーキ操作量から検知し，緊急ブレーキが踏まれて

いると判断した場合に制動力を急速に増加させるシ

ステムである．ASSESS では，この機能をブレーキペ

ダル踏力からブレーキトルクを算出する車両モデル

のプロセスで実現した．また，今回，評価対象とした

BAS は，踏み込み速度検知型 BAS である．このタイ

プの BAS は，ドライバのブレーキペダルの踏み込み

速度が仕様として定義された閾値を越えた時にドラ

イバが緊急ブレーキを踏んだと判断するBASであり，

既に多くの車両に搭載されている．なお．ASSESS に

おいて，ブレーキペダル踏力はドライバモデルによっ

て制動の対象とする車両の視野角，自車速度，相対速

度及び相対距離に基づいて時々刻々算出される．そこ 

 

 

 
Fig.4 Deceleration of an actual vehicle and 

simulation results of BAS activation 
で，車両モデルでは，このドライバモデルが算出する

ブレーキペダル踏力値を監視し，ブレーキペダル踏力

値の時間変化量（踏み込み速度）が 30[N]／0.05[s]以
上となった場合に BAS を作動させることとした．車

両モデルは，入力されたブレーキペダル踏力 Fbpを事

前に実験データをもとに作り出した Tbrake－Fbp 特性

関数（線形関数）に代入しブレーキトルク Tbrake を得

る．そこで，BAS 作動時の制動力を算出するために，

車両モデルにおいて，通常の Tbrake－Fbp 特性関数の他

に，この特性関数に一定値を加算するもう一つの Tbrake
－Fbp 特性関数を準備し，BAS 作動時にはこの新たに

用意した Tbrake－Fbp 特性関数を用いて制動トルクを

算出することとした．この加算した一定値が，BAS
作動時に発揮される倍力分に相当する． 
なお，図４に，実車両が BAS を作動させた場合に

示す減速度（黒点）と車両モデルが BAS の作動を模

擬した場合に示す減速度（黒線）を比較した結果を示

す．その結果，車両モデルによる減速度の推定誤差は

平均 2.5[％]であった． 
 

５．BAS の効果評価 

５．１．対象交差点の通常状況下における評価 
 今回の BAS の効果評価では，ドライバモデルにブ

レーキペダル踏力特性の異なる３つのタイプ（優良ド

ライバ型，踏力制限型，踏力過多型）を設けることで

操作エラーを模擬する機能を実現した．「優良ドライ

バ型」のドライバモデルは，操作エラーを発生しない

モデルで，混入率（当該の型が組み込まれたドライバ

モデルが全体に占める割合）を 80[%]とした．「踏力制

限型」のドライバモデルは，ブレーキペダル踏力の最

大値を優良ドライバ型ドライバモデルの最大ブレー

キペダル踏力値の 44[％]に制限したモデルで，混入率

を 10[%]とした．このモデルは，緊急時に強くブレー

キを踏むことができないドライバ，すなわち，追突を

起こしやすいドライバを模擬したモデルである．一方，

「踏力過多型」のドライバモデルは，常に優良ドライ

バ型ドライバモデルの 195[％]を出力するモデルで，

混入率を残りの 10[%]とした．このモデルは，ブレー

キペダル踏力の調整が困難でブレーキを強く踏みが

ちなドライバ，すなわち，追突を起こされやすいドラ

イバを模擬したモデルである．なお，今回の BAS の

効果評価では，BAS の搭載率を 0[%]から 100[%]まで

20[%]刻みに変化させ，各搭載率の事故件数とニアミ

スの発生台数を求め比較した．ニアミスの定義は，

4.0[m/s2]以上の減速度が発生し，かつ，他車との重心

間距離が6.0[m]以内の状態が0.2[s] 以上継続する状態

とした．シミュレーションの期間は，720 時間相当（昼

間のみ）とし，この期間内に出現した車両は 516,968
台であった．シミュレーションの結果，いずれの搭載

率においても事故は発生しなかった．一方，ニアミス

は発生したが搭載率によらずほぼ一定（搭載率６条件

（0,20,40,60,80,100[%]）の平均：139.5 件及び標準偏

差：4.84）であった．これより，対象交差点の交通状

況下ではニアミスの低減に BAS の普及が寄与しない

可能性が示唆された．ただし，これは，BAS の搭載の

有無に関わらずニアミスの発生率（ニアミス発生台数

／出現台数）が平均 0.027[%]と低いことから，対象交

差点の交通状況では BAS が作動する状況が起こりに

くいことが一因であると考えられる． 

５．２．対象交差点の緊急状況下における評価 
次に，5.1.節の通常状況下のシミュレーション環境

において優先道路を走行する車両の交通流を用いて，

急制動が要求されるような緊急状況下における BAS
の効果評価を行った．本評価で用いた緊急状況は，ま

ず，優先道路の一方から進入する車両を前方車と後方

車の２台１ペアとして捉え，このペア単位で交差点内

に進入させる．そして，前方車が交差点手前の停止線

を越えた時点で非優先道路から車両を飛び出させ，そ

の際，前方車は発揮できる最大の減速度で急制動をか

けるといった緊急状況を後方車に対して創り出した

（図５）．BAS の効果評価は，この後方車の BAS の搭

載率を変化させ，後方車の事故件数，ニアミスの発生

台数を算出した．シミュレーション期間内に出現する

前方車と後方車のペア数は 7000 ペアとした．なお，

後方車には踏力制限型のドライバモデルを組み込む

こととした． 
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車両モデルは，ドライバモデルから出力された運

転操作量をもとに時々刻々変化するエージェント

の位置座標を算出する．車両モデルは，前後方向移

動，前輪回転，後輪回転の３つの自由度をもつ等価

２輪車モデルで構成されている．制動時には，車両

モデルは，ドライバモデルから受けたブレーキペダ

ル踏力値をもとに自分の位置座標を算出する． 
 

３．ASSESS の交通流に関する妥当性の検証 
 ASSESSの開発では，交通流を創り出すことができる

ようになった段階で実交通流に対する妥当性の検証を

行った．この妥当性の検証は，対象交差点に非優先道路

から進入する車両が交差点を通過するのに要する時間

（以下，交差点通過時間と称す）を実交通流データと比

較することで行った．エージェントの交差点の通過時間

が実車両のそれと同等となるためには，交差点内の挙動

が実車両と同等であることが求められる．特に非優先道

路から交差点に進入するエージェントは，優先道路の横

断，優先道路への左折合流，右折合流といった複雑な自

律走行を実車両と同等に行わなければならない．  
本検証では，交差点通過時間の定義を車両の中心点が

交差点の手前にある停止線を越えた時点から，交差点を

通過したのち対向車線に現れる停止線を自身が走行す

る車線へ延長したラインを通過するまでにかかる時間

とした．また，比較対象とした実交通流の交差点通過時

間は，対象交差点で９時間行った定点観測で得られた計

測データを用いることとした．なお，対象交差点は，南

北に延びる優先道路と東西に延びる非優先道路が交差

して形成されている．よって，非優先道路から進入する

エージェントは，交差点へ東側から進入するものと西側

から進入するものの２パターン存在する． 
図２及び３に，実交通流で計測された交差点通過時間

の平均及び標準偏差と ASSESS による交通流が要した

交差点通過時間の平均及び標準偏差を状況（直進，右折，

左折）別に示す．図２は，東側から，図３は西側から進

入するエージェントについての結果である．これらの結

果を用い，挙動（直進，右折，左折）別に実車両とエー

ジェントとの交差点通過時間の同等性について有意差

を検証した．その結果，いずれの進入経路及び状況にお

いても有意差が無いことが確認された（Welchの t検定，

危険率 5％）．また，既に先行研究によって，交差点

の進入時の車頭間隔と速度分布の同等性も確認され

ていることから[4]，本検証結果と合わせて交差点進 

 
Fig.2 Average & standard deviation of intersection travel time 

from east side non priority road 

 
Fig.3 Average & standard deviation of intersection travel time 

from west side non priority road 
入前・進入後の全体として，ASSESS が創り出す交通

流の妥当性の一端が確認できたと考える． 
 

４．BAS のアルゴリズム 
BAS とは，ドライバが危険を回避するために緊急に

ブレーキを踏む状態（以下，緊急ブレーキと称す）を

ブレーキ操作量から検知し，緊急ブレーキが踏まれて

いると判断した場合に制動力を急速に増加させるシ

ステムである．ASSESS では，この機能をブレーキペ

ダル踏力からブレーキトルクを算出する車両モデル

のプロセスで実現した．また，今回，評価対象とした

BAS は，踏み込み速度検知型 BAS である．このタイ

プの BAS は，ドライバのブレーキペダルの踏み込み

速度が仕様として定義された閾値を越えた時にドラ

イバが緊急ブレーキを踏んだと判断するBASであり，

既に多くの車両に搭載されている．なお．ASSESS に

おいて，ブレーキペダル踏力はドライバモデルによっ

て制動の対象とする車両の視野角，自車速度，相対速

度及び相対距離に基づいて時々刻々算出される．そこ 

 

 

 
Fig.4 Deceleration of an actual vehicle and 

simulation results of BAS activation 
で，車両モデルでは，このドライバモデルが算出する

ブレーキペダル踏力値を監視し，ブレーキペダル踏力

値の時間変化量（踏み込み速度）が 30[N]／0.05[s]以
上となった場合に BAS を作動させることとした．車

両モデルは，入力されたブレーキペダル踏力 Fbpを事

前に実験データをもとに作り出した Tbrake－Fbp 特性

関数（線形関数）に代入しブレーキトルク Tbrake を得

る．そこで，BAS 作動時の制動力を算出するために，

車両モデルにおいて，通常の Tbrake－Fbp 特性関数の他

に，この特性関数に一定値を加算するもう一つの Tbrake
－Fbp 特性関数を準備し，BAS 作動時にはこの新たに

用意した Tbrake－Fbp 特性関数を用いて制動トルクを

算出することとした．この加算した一定値が，BAS
作動時に発揮される倍力分に相当する． 
なお，図４に，実車両が BAS を作動させた場合に

示す減速度（黒点）と車両モデルが BAS の作動を模

擬した場合に示す減速度（黒線）を比較した結果を示

す．その結果，車両モデルによる減速度の推定誤差は

平均 2.5[％]であった． 
 

５．BAS の効果評価 

５．１．対象交差点の通常状況下における評価 
 今回の BAS の効果評価では，ドライバモデルにブ

レーキペダル踏力特性の異なる３つのタイプ（優良ド

ライバ型，踏力制限型，踏力過多型）を設けることで

操作エラーを模擬する機能を実現した．「優良ドライ

バ型」のドライバモデルは，操作エラーを発生しない

モデルで，混入率（当該の型が組み込まれたドライバ

モデルが全体に占める割合）を 80[%]とした．「踏力制

限型」のドライバモデルは，ブレーキペダル踏力の最

大値を優良ドライバ型ドライバモデルの最大ブレー

キペダル踏力値の 44[％]に制限したモデルで，混入率

を 10[%]とした．このモデルは，緊急時に強くブレー

キを踏むことができないドライバ，すなわち，追突を

起こしやすいドライバを模擬したモデルである．一方，

「踏力過多型」のドライバモデルは，常に優良ドライ

バ型ドライバモデルの 195[％]を出力するモデルで，

混入率を残りの 10[%]とした．このモデルは，ブレー

キペダル踏力の調整が困難でブレーキを強く踏みが

ちなドライバ，すなわち，追突を起こされやすいドラ

イバを模擬したモデルである．なお，今回の BAS の

効果評価では，BAS の搭載率を 0[%]から 100[%]まで

20[%]刻みに変化させ，各搭載率の事故件数とニアミ

スの発生台数を求め比較した．ニアミスの定義は，

4.0[m/s2]以上の減速度が発生し，かつ，他車との重心

間距離が6.0[m]以内の状態が0.2[s] 以上継続する状態

とした．シミュレーションの期間は，720 時間相当（昼

間のみ）とし，この期間内に出現した車両は 516,968
台であった．シミュレーションの結果，いずれの搭載

率においても事故は発生しなかった．一方，ニアミス

は発生したが搭載率によらずほぼ一定（搭載率６条件

（0,20,40,60,80,100[%]）の平均：139.5 件及び標準偏

差：4.84）であった．これより，対象交差点の交通状

況下ではニアミスの低減に BAS の普及が寄与しない

可能性が示唆された．ただし，これは，BAS の搭載の

有無に関わらずニアミスの発生率（ニアミス発生台数

／出現台数）が平均 0.027[%]と低いことから，対象交

差点の交通状況では BAS が作動する状況が起こりに

くいことが一因であると考えられる． 

５．２．対象交差点の緊急状況下における評価 
次に，5.1.節の通常状況下のシミュレーション環境

において優先道路を走行する車両の交通流を用いて，

急制動が要求されるような緊急状況下における BAS
の効果評価を行った．本評価で用いた緊急状況は，ま

ず，優先道路の一方から進入する車両を前方車と後方

車の２台１ペアとして捉え，このペア単位で交差点内

に進入させる．そして，前方車が交差点手前の停止線

を越えた時点で非優先道路から車両を飛び出させ，そ

の際，前方車は発揮できる最大の減速度で急制動をか

けるといった緊急状況を後方車に対して創り出した

（図５）．BAS の効果評価は，この後方車の BAS の搭

載率を変化させ，後方車の事故件数，ニアミスの発生

台数を算出した．シミュレーション期間内に出現する

前方車と後方車のペア数は 7000 ペアとした．なお，

後方車には踏力制限型のドライバモデルを組み込む

こととした． 
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Fig.5 Emergency situation at the target intersection 

 
Fig.6 Number of collisions in emergency situation 

 
Fig.7 Number of near-miss incidents in 

emergency situation 
図６に搭載率の変化に対する衝突件数の変化を示

す．衝突件数は，搭載率 0[％]では 147 件発生したが，

搭載率が高くなるにつれて減少し，搭載率 100[%]では

11 件まで減少することが確認された．また，図７に搭

載率の変化に対するニアミス発生台数の変化を示す．

ニアミスの発生台数は，搭載率 0[%]では 145 台であっ

たが，BAS の搭載率が高くなるにつれて事故件数同様

に減少し，搭載率 100[%]では 69 台まで減少した． 
 

６．まとめ 
 ASSESS によって創り出された交通流は，交差点進

入時の速度分布，車頭間隔において実交通流と同等で

あることが既に確認できていることに加え，交差点の

通過時間においても実交通流と有意差がないことが

確認された．本研究では，このように一定の妥当性の

確認がとれた ASSESS を用いて踏み込み速度検知型

BAS の効果評価を行った．本評価では，まず，対象交

差点として選定した実交差点の交通流を同等に再現

する状況下で評価を行った．その結果，衝突は発生せ

ず，ニアミス発生台数は BAS の搭載率によらずほぼ

一定であり，対象交差点で発生している交通状況を再

現した今回の環境では BAS の普及による効果は確認

できなかった．しかしながら，BAS が作動することを

想定しているような前方車が突然急制動をかけると

いう緊急状況下における後方車の BAS の効果評価を

行った結果，後方車を一定以上の力でブレーキペダル

を踏むことができないドライバが運転していた場合，

BAS は，衝突，ニアミスともに大きく減少させる効果

（衝突：搭載率 100[%]で 92％減，ニアミス：搭載率

100[%]で 36％減）が認められた．  
 今後は，さらに各エージェントの挙動を実車両の挙

動に近づけるとともに，他の先進的な予防安全支援シ

ステムの効果評価にも取り組む予定である． 
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㉕ 自動車検査用機械器具の校正要領の高度化について 
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１．はじめに 
自動車検査用機械器具の校正器具は、検査用機械の

改善に伴って開発されるべきであり、同時に最新の技

術を導入して高精度化及び効率化を図るべきである。

そこで、自動車検査用機器の校正要領を見直し、今後

改善すべき項目を抽出し、新しい測定器の提案を行っ

たので報告する。 
 
 ２．自動車検査用機械器具の校正要領の見直し  

２．１．ブレーキ・テスタ 
ブレーキ・テスタ用校正器を用いた校正状況を図１

に示す。現行の校正要領は荷重用アームのアームフッ

クをローラ半径の 10 倍のアーム上における長さの穴

に取り付け、三脚の巻き上げハンドルを回して、秤の

指示計を見ながら指定の制動力に合わせた状態で、テ

スタの指示値を読み取り、データ用紙に書き取る方式

である。そこで、指示値を自動で読み取ることで読み

取り誤差を解消し、これを電子データ化することで校

正結果の管理と校正結果証明書の発行が容易にでき

るように提案し、現在既に実現している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ブレーキ・テスタ用校正器 

また、荷重用アームでの荷重をかける位置を固定

し、ローラ半径を設定した後、校正に使用する制動力

を表示させる等、校正の効率化を目的とする改善点を

抽出した。 

 ２．２．前照灯試験機 
前照灯の開発は著しく、特に LED を光源とする前

照灯は、複数の発光点をもつことが従来と異なる。現

在の検査機器でも LED 前照灯に確実に対応できるよ

う、校正機器の改善が必要である。同時に、今後導入

が予測される色の測定も考慮し、校正器を試作する。 
２．３．その他 
速度計試験機、サイドスリップ・テスタ、黒煙測定

器及び音量計の校正要領についても、効率化、高精度

化を目指して見直した。全ての検査用機器について、

測定結果を電子データ化し、オンラインで校正結果の

一括管理と校正結果証明書の発行が容易にできるよ

うにした。 
 

３．振子式摩擦係数測定器の試作 

３．１．ブレーキ・テスタ用ローラの現状について 
現行のブレーキ・テスタについて、設置後 3 年以内、

6～7 年、8 年以上の３つに分類し、検査機器製造メー

カ別に各１ヶ所、合計 12 ヶ所のブレーキ・テスタ用

ローラの摩擦係数及び摩耗量について調査した。その

結果を図２に示す。なお、摩擦係数は当研究所所有の

試験車に 6 分力計を装着し、タイヤにかかる最大制動

力をタイヤにかかる接地荷重で除して求めた。摩耗量 
は、表面形状測定器により溝の高さの変化から算出し

た。 

 

図２ 設置後の経過年数と摩擦係数及び摩耗量 
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